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東日本大震災港湾被災状況現地調査（第１班）報告書 

平成２３年４月２６日 

 

調査団構成 

調査団長  日本港湾協会 理事長 鬼頭平三 

調査副団長 同      港湾政策研究所長代理 森川雅行 

調査員   同      港湾政策研究所    行武克己 

調査員   同      業務部        中川純一 

調査日 

  平成２３年４月１２日（火）～１３日（水） 

調査目的地 

  小名浜港、茨城港（日立港区、常陸那珂港区、大洗港区）、鹿島港 

調査内容 

  平成２３年３月１１日１４時４６分に発生した地震のマグニチュードは 9.0 で、日本

の観測史上最大のものだった。地震発生後、約３０分で巨大津波が押し寄せ青森県から

千葉県の太平側に大災害をもたらし、特に三陸のリアス式海岸での街の全域若しくは半

分以上が一瞬に流される状況の映像を見て自然の力の大きさに畏怖を感じました。 

  地震発生後１ヶ月がたち市民生活に影響のある物資の調達や産業の復興に港の利用は

必要不可欠なものであり、少しでも早く復旧できるための足がかりの一助になればとの

思いから調査を実施した。後片付けや復旧で大変お忙しい時期にお邪魔し申しわけなか

ったのですが、各事務所で被害状況などの説明をしていただき感謝申し上げます。 

  調査内容は、各港の被害状況や今後の復旧状況等 

 

１．小名浜港 

  西尾所長から説明を受ける。 
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小名浜港概要 

重要港湾「小名浜港」は、戦後、重化学工業を中心とした臨海工業地帯の産業基盤と

なる物流拠点港湾として飛躍的に整備が進み、平成１６年４月には水深－１４ｍと－１

２ｍ岸壁を有する５・６号ふ頭が全面供用開始されるなど、現在８つのふ頭が供用され

ているとともに、ふ頭の機能を高めるための防波堤整備も順次進められてきました。 

また、内陸部を含む東北南部の物流拠点としての機能を高めるため、背後地で生産、

消費されるコンテナ貨物を

集約、輸送するための外貿コ

ンテナターミナルが平成１

０年４月に大剣ふ頭にオー

プン。現在、韓国・中国航路

と韓国航路が就航している

ほか、平成１２年９月からは、

東京港でコンテナ母船に貨

物を積み替え東南アジアや

欧州に接続できる内航フィ

ーダーサービスが開始され

ています。                  小名浜港全景 

さらに、小名浜港における石炭などの需要の増加、および船舶の大型化に対応した取

扱能力の向上を図り、小名浜港の物流機能を一層強化するため、東港地区に約５０ｈａ

の人工のポートアイランド「小名浜港東港地区国際物流ターミナル」の整備が進められ

ており、港の背後地や周辺地域に立地する発電所、工場の原燃料となる石炭などの鉱産

品貨物のほか外貿コンテナ貨物をはじめとする広域流通貨物を取扱う公共ふ頭などを整

備し、物流コストの削減、地域経済の活性化を図り、南東北の物流拠点として、地域を

支えていく社会資本として、小名浜港が重要な役割を担うことを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.pa.thr.mlit.go.jp/onahama/onahama/eastport.html
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被災状況 

 このように順調に港湾の整備を推進してきましたが、３月１１日の東日本大震災で地震

及び津波よる被害を受けこれまで営々と築いてきた港の整備を一瞬にして破壊されてしま

ったことで、改めて自然の力の大きさを見せ付けられた思いがします。 

第一次調査隊として小名浜港の被害状況を報告します。  

１）漁港区の岸壁に漁船が津波により乗り上げそのまま置き去りにされた写真 

 

２）５・６号ふ頭先端部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）５・７号ふ頭の沈下状況 
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小名浜港復旧状況（４月８日１５：００現在） 

 

２．茨城港 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）日立港区  

日立港概要 

第 1 埠頭：石油製品や石炭などを取り扱う。 

第 2 埠頭：バルクなどの工業原料を取り扱う。燻蒸倉庫がある。 

第 4 埠頭：共用バースにはコンテナ船や生鮮品を積んだ RO- RO船が入港する。また、

日立製作所等の専用バースがある。埠頭内に日立港物流センター（日立

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%8A%E8%88%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/RO-RO%E8%88%B9
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埠頭所有）及び日立製作所と日立電線の工場がある。第 5 埠頭：輸入自

動車の陸揚げ埠頭。その他スクラップ・アノードを取り扱う。また小型

船だまりがあり、釣り船の係留地にもなっている。（第 3 埠頭は構想段

階で、現在未着工。）   

茨第４、第５ふ頭の被災前の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜日立港区災害状況＞ 

・第１と第５ふ頭については岸壁背後が液状化しており、全体的に1m程度沈下して

いる。  

・第２～４ふ頭は先端部の護岸が流出し、岸壁の一部が利用できない状況。  

・平時に主として自動車専用船が着岸している第５ふ頭においては、津波により、

岸壁背後のモータープールに置いていた自動車が津波により漂流して散乱し、一

部は炎上しており、また一部は岸壁前面の海中に沈没している状況。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ふ頭被災状況写真 

ベンツ、日産の高級車が被災しその残骸が高く積まれていた。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E7%AB%8B%E9%9B%BB%E7%B7%9A
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復旧状況（３月２５日現在） 

・ 比較的被害が少ない第２ふ頭地区Ｂ岸壁（水深- 9m）及び第５ふ頭地区Ｄ岸壁（水深 

- 12m）の岸壁前面の泊地及び岸壁までの航路について深浅測量を実施し、航路の一部 

に沈没物が確認された。これを踏まえ3 月20 日13:00 より第２ふ頭地区Ｂ岸壁（水深

- 9m）については、吃水6.5m までの船舶のみ、第５ふ頭地区Ｄ岸壁（水深- 12m）につ

いては、吃水9m までの船舶のみが利用可能な岸壁として供用開始。 

 

２）常陸那珂港区 

  常陸那珂出張所長に被災状況の

説明を受ける 
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常陸那珂港概要 

 茨城常陸那珂港区は，船舶の大型化の流れに対応し，５万トン級の大型コンテナ船が着

岸可能な水深 15ｍの公共岸壁やスーパーガントリークレーンなどの設備を備えた最新鋭の

国際コンテナ港湾です。 

 現在，茨城県をはじめとする北関東地域の物流は，陸上・海上とも混雑の激しい東京湾

に依存していますが，常陸那珂港区の整備によって，東京湾に依存しない新たな物流ルー

トが形成されることになり，北関東地域の物流の効率化に大きな役割を果たすとともに，

災害時の補完機能も備えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 北ふ頭地区の沖側の岸壁（水深- 14m、- 12m）を中心に、全体的に岸壁の損傷が激しく、

特に岸壁背後が液状化により最大1.7m程度沈下している。  

 中央ふ頭地区Ａ岸壁( 水深- 7.5m)〔耐震強化岸壁〕については比較的被害が軽微。 

 臨港道路においても、陥没・隆起が見られる。 
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被災状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復旧状況（３月２５日現在） 

・ 中央ふ頭地区のうち、比較的被害が軽微なＡ岸壁(水深-7.5m)〔耐震強化岸壁〕は、3 月

15日13:00 より供用開始。 

・ これに引き続き、中央ふ頭地区Ｂ岸壁（水深-9m）、北ふ頭地区Ｃ岸壁（水深-10m）、

北ふ頭地区Ｈ岸壁（水深-5.5m）について、岸壁前面の泊地及び岸壁までの航路において

深浅測量を行い、水中の沈没物が無いことを確認したため、3 月22 日10:00 より供用開

始。 
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 ３）大洗港区 

  小谷大洗町長から大洗港の被災説明を受ける 

 

大洗港概要 

 昭和 40 年代後半から本港は北関東の開発

および流通拠点港湾の候補地として注目さ

れ、特にフェリー基地としての要請が高まり

ました。このような背景により、昭和 54 年

5 月重要港湾の指定を受けるとともに長距

離カーフェリーの寄港を前提とした港湾計

画が策定され、第 3 埠頭岸壁( －8.0ｍ) の整

備に着手、昭和 60年 3 月には大洗～苫小牧・

室蘭両港間にカーフェリーが就航しました。

現在週 12便体制となり、大洗～苫小牧間を運行しています。港勢も順調に推移し、平成 11

年には取り扱い貨物量 1,300 万トンを突破、首都圏および北関東地域と北海道を結ぶ物流

拠点としての評価がますます高まっています。 

 平成 18年から大洗港へ大型旅客船の寄港誘致を始めております。大洗港は国土交通省が

世界へ紹介するクルーズポートとして位置づけられており、今後は国内外旅客船の寄港地

として人々の交流

と賑わいのある港

湾を目指していま

す。 
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＜茨城港大洗港区災害状況＞  

・フェリーターミナルがある第３ふ頭背後ヤードにおいて陥没・隆起が見られる。  

・第４ふ頭において、岸壁本体のずれや傾きが生じている。  

・津波により、小型船舶が打ち上げられたり、駐車車両が漂流・散乱している。 

 

被災状況 
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復旧状況（３月２５日現在） 

・ 比較的被害が少ない第３ふ頭地区Ｇ・Ｈ岸壁（水深- 8m：フェリー用）及び第４ふ頭

岸壁（水深- 8m）の岸壁前面の泊地及び岸壁までの航路について、深浅測量を実施。 

・ このうち、第４ふ頭岸壁（水深- 8m）については、航路の一部に沈没物が確認された

ことから、3 月24 日10：00 より、吃水5m までの船舶のみが利用可能な岸壁として供

用開始。 

・ 第３ふ頭地区Ｇ・Ｈ岸壁（水深- 8m：フェリー用）については、深浅測量の結果を踏

まえ、船舶の航行に支障を来さないことが確認でき次第、供用開始する考え。 

４．鹿島港 

阿部鹿島港湾・空港整備事務所副所長

から鹿島港の被災説明を受ける 
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鹿島港概要 

臨海工業用地としては，工業団地造成事業並びに神之池の埋立とともに堀込航路を中心

に，高松地区 663haに鉄鋼を中心とした工場群を，神之池東部地区 734haに石油精製，石

油化学，火力発電所等の設置を，神之池西部地区 448ha に鉄鋼製品の二次加工，飼料コン

ビナートを，波崎地区 274ha に化学工業その他の工業がそれぞれ立地され，他の地区も吅

わせて計 2,877haの整備が完了しました。 

 現在では，すでに 20万 D/Wトン級の船舶も入港するなど，年間取扱貨物量も 6,500 万ト

ンに達し，今後増加が予想される公共貨物や大型船舶に対応するため，現在供用している

南公共埠頭に加え，北公共埠頭および外港地区の整備が進められており，工業港としての

機能のみならず，商業港としての機能充実が図られています。  

 

 

被災状況 

・ 南公共ふ頭については、Ｃ岸壁（水深-7.5m）のはらみ出しが生じているなど損傷が激

しく、かつ岸壁エプロンが陥没している状況。  

・ 北公共ふ頭については、岸壁エプロンの一部に段差が生じている。  

・ 湾奥部のふ頭背後のフェンスが津波で倒壊したり、ふ頭前面の泊地においては、自動

車等が津波で漂流し、沈没している状況。  

・ 民間企業の専用岸壁において

も、荷役機械等の被害が相当程度

発生している。 
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  沼地を埋め立てて築造したため被害が甚大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復旧状況（３月２５日現在） 

・ 岸壁の被害が比較的軽微な北公共ふ頭地区C 岸壁( 水深- 10m)について、岸壁前面の

泊地及び岸壁までの航路について、深浅測量を実施し、航路の一部に沈没物が確認さ

れたことから、3 月18 日17:00 より、吃水6m までの船舶のみが利用可能な岸壁とし

て供用開始したが、3 月20 日13:00 より吃水8m までの船舶について利用可能となっ

た。 
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・ また、南公共ふ頭地区Ｄ・Ｅ・Ｆ岸壁（水深- 7.5ｍ) 及びＧ岸壁（水深- 10m）につい

ては、北公共ふ頭地区同様、岸壁前面の潜水調査を実施し、航路の一部に沈没物が確

認されたことから、3 月22 日10:00 より、吃水6m までの船舶が利用可能な岸壁とし

て供用開始したが、3 月25 日10:00 よりD・E・F 岸壁については本来の水深である

- 7.5m まで、G 岸壁については吃水8ｍまでの船舶について利用可能となった。 

 

５．調査講評 

 ・この調査で共通していたことは、ケーソンで築造されている岸壁は、海側に傾き（見

た目で５度～１５度程度）、岸壁の法線は、ゆるい円弧状に押し出されていた。当然、そ

の背後地は、例外なく地盤沈下を引き起こしていた。 

 ・同じ港湾区域であっても岸壁や背後地において被害の大きい部分と多少の修繕で使用

可能な部分がありそのような岸壁は、すでに応急修繕が終了し部分供用していた。 

 ・ガントリークレーン本体は見た目において被災していなかったが（ただし、津波で海

水をかぶっているためモーター類の修理が必要と思われる）レールの部分が折れ曲がっ

たり、廻りが地盤沈下したため、地盤沈下方向に多少引っ張られたり、レール部分の沈

下が見受けられたので修繕には多少時間がかかりそうである。 

 ・港湾区域内の道路は、液状化でがたがたになっており一部通行不可のところや段差に

ついては応急修理しており通行可能なところが多く目的地に行くのに不便さは感じられ

なかった。 

 

６．港湾の復旧    

 各港湾には特徴があり、物流として機械、電気、自動車等の産業、バルク等の原材料、 

生活必需品等を取り扱っている港があり、各港の修繕計画の中でプライオリティを決 

め予算を確保していく必要がある。 


